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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 14,632 12.3 136 － 120 － 87 －

2021年３月期第３四半期 13,035 △22.7 △527 － △520 － △601 －

（注）包括利益 2022年３月期第３四半期 557百万円 （－％） 2021年３月期第３四半期 △518百万円 （－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 24.97 －

2021年３月期第３四半期 △171.94 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期第３四半期 22,343 10,512 47.0 3,003.80

2021年３月期 21,991 10,199 46.4 2,914.25

（参考）自己資本 2022年３月期第３四半期 10,512百万円 2021年３月期 10,199百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
2021年３月期 － 0.00 － 25.00 25.00

2022年３月期 － 25.00 －

2022年３月期（予想） 25.00 50.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 21,000 14.7 520 － 470 － 400 － 114.29

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から

適用しており、2022年３月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となってお
ります。

（２）連結財政状態

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から

適用しており、2022年３月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となってお
ります。

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年３月期３Ｑ 3,502,859株 2021年３月期 3,502,859株

②  期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 3,145株 2021年３月期 3,001株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 3,499,774株 2021年３月期３Ｑ 3,500,172株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

新規  -社  （社名）－、除外  -社  （社名）－

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

(注)詳細は、四半期決算短信（添付資料）8ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財

務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

　なお、業績予想に関する事項は、四半期決算短信（添付資料）3ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報　

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧下さい。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、ワクチン接種の普及や経済対策の効果により景気は持ち直し

の動きが見られたものの、足許では新たな変異株による感染者の急増により減速を余儀なくされております。米中

対立の深刻化や原材料価格の高騰、地政学的リスクの増大もあり、予断を許さない状況が続いております。

　当社グループが属する自動車業界におきましては、半導体供給不足の影響や東南アジアからの部品供給停滞等に

より生産が減少、原材料価格の上昇や物流網の混乱もあり先行き不透明な状況にあります。

　このような状況のもと当社グループは、社員・関係者の感染防止策を徹底するとともに、前期の新型コロナウイ

ルス影響からの業績回復に向けた諸施策に取り組んでおります。

　当第３四半期連結累計期間（当社は2021年４月１日～2021年12月31日、海外子会社は2021年１月１日～2021年９

月30日）の業績につきましては、半導体供給不足をはじめとする部品供給制約による得意先の生産調整の影響を受

けたものの、コロナ禍による影響が大きかった前年同期を上回り、売上高は14,632百万円（前年同四半期比12.3％

増）となりました。損益面につきましては、前期から取り組んでいる収益改善諸施策の効果もあり、営業利益136

百万円（前年同四半期は営業損失527百万円）、経常利益120百万円（前年同四半期は経常損失520百万円）、親会

社株主に帰属する四半期純利益87百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失601百万円）となり

ました。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等の適用により、売上高は300百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ181百万円増加しております。詳細に

ついては、「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変

更）をご覧ください。

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

①　自動車部品

　部品供給制約等による自動車減産の影響を受けたものの前年同期を上回り、売上高は13,308百万円（前年同四

半期比10.6％増）、セグメント利益は33百万円（前年同四半期はセグメント損失507百万円）となりました。

②　住宅

　住宅資材を中心に堅調に推移、売上高は1,312百万円（前年同四半期比32.4％増）、セグメント利益は101百万

円（前年同四半期はセグメント損失21百万円）となりました。

③　その他

　売上高は11百万円（前年同四半期比1.4％増）、セグメント利益は1百万円（前年同四半期比15.5％減）となり

ました。

（２）財政状態に関する説明

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は22,343百万円（前連結会計年度末比352百万円増）となりまし

た。

　このうち流動資産は、11,616百万円（前連結会計年度末比1,086百万円増）となりました。これは主に現金及び

預金が157百万円減少した一方、受取手形及び売掛金が692百万円、商品及び製品が506百万円それぞれ増加したこ

と等によるものです。

　固定資産は、10,726百万円（前連結会計年度末比734百万円減）となりました。これは主にリース資産が310百万

円増加した一方、建設仮勘定が709百万円、工具、器具及び備品が453百万円それぞれ減少したこと等によるもので

す。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は11,831百万円（前連結会計年度末比39百万円増）となりまし

た。

　このうち流動負債は、7,361百万円（前連結会計年度末比213百万円減）となりました。これは主に１年内返済予

定の長期借入金が99百万円増加した一方、支払手形及び買掛金が253百万円、短期借入金が197百万円それぞれ減少

したこと等によるものです。

　固定負債は、4,469百万円（前連結会計年度末比252百万円増）となりました。これは主にリース債務が209百万

円、長期借入金が116百万円増加したこと等によるものです。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は10,512百万円（前連結会計年度末比312百万円増）となりま

した。これは主に利益剰余金が157百万円減少した一方、為替換算調整勘定が368百万円増加したこと等によるもの

です。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　現時点における通期の業績予想につきましては、自動車生産の今後の動向等、事業環境の先行きが不透明なこと

から、2021年５月13日に公表いたしました業績予想値を変更しておりません。今後の業績等を踏まえ、修正が必要

と判断した場合には速やかにお知らせいたします。
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,094,829 2,937,124

受取手形及び売掛金 4,097,899 4,790,741

電子記録債権 669,944 563,264

有価証券 200,000 200,000

商品及び製品 1,250,933 1,757,227

原材料及び貯蔵品 895,366 1,103,529

その他 321,270 264,967

流動資産合計 10,530,244 11,616,855

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,586,147 2,598,394

機械装置及び運搬具（純額） 1,702,494 1,681,827

工具、器具及び備品（純額） 861,933 408,888

土地 2,325,065 2,317,982

リース資産（純額） 329,439 639,863

建設仮勘定 881,957 172,510

有形固定資産合計 8,687,038 7,819,466

無形固定資産 365,236 392,970

投資その他の資産

投資有価証券 1,292,018 1,430,394

繰延税金資産 617,896 573,381

保険積立金 94,164 107,229

その他 422,154 419,714

貸倒引当金 △17,728 △16,416

投資その他の資産合計 2,408,505 2,514,303

固定資産合計 11,460,780 10,726,741

資産合計 21,991,024 22,343,596

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,051,325 3,797,894

短期借入金 2,227,840 2,030,040

１年内返済予定の長期借入金 515,920 615,151

リース債務 97,405 172,880

未払法人税等 9,924 33,726

賞与引当金 138,337 81,628

役員賞与引当金 847 －

その他 533,342 630,256

流動負債合計 7,574,943 7,361,578

固定負債

長期借入金 2,059,606 2,175,729

リース債務 169,802 379,601

退職給付に係る負債 1,795,785 1,756,688

長期未払金 150,874 113,783

その他 40,551 43,780

固定負債合計 4,216,621 4,469,583

負債合計 11,791,564 11,831,161

純資産の部

株主資本

資本金 2,167,399 2,167,399

資本剰余金 2,377,042 2,377,042

利益剰余金 5,236,134 5,078,744

自己株式 △3,409 △3,548

株主資本合計 9,777,167 9,619,637

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 179,082 267,630

為替換算調整勘定 290,769 659,563

退職給付に係る調整累計額 △47,558 △34,396

その他の包括利益累計額合計 422,293 892,797

純資産合計 10,199,460 10,512,435

負債純資産合計 21,991,024 22,343,596
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年12月31日)

売上高 13,035,954 14,632,961

売上原価 11,544,181 12,436,098

売上総利益 1,491,772 2,196,862

販売費及び一般管理費 2,019,385 2,059,993

営業利益又は営業損失（△） △527,613 136,869

営業外収益

受取利息 2,862 3,642

受取配当金 33,854 38,121

受取賃貸料 2,520 2,520

受取補償金 20,550 6,659

その他 21,962 13,360

営業外収益合計 81,750 64,303

営業外費用

支払利息 43,123 43,003

支払手数料 23,353 24,405

為替差損 613 6,488

その他 7,943 6,469

営業外費用合計 75,033 80,366

経常利益又は経常損失（△） △520,896 120,806

特別利益

投資有価証券売却益 － 3

特別利益合計 － 3

特別損失

固定資産除却損 1,799 951

減損損失 93 －

災害による損失 11,738 －

特別損失合計 13,630 951

税金等調整前四半期純利益又は

税金等調整前四半期純損失（△）
△534,526 119,858

法人税等 67,281 32,458

四半期純利益又は四半期純損失（△） △601,808 87,400

親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）
△601,808 87,400

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △601,808 87,400

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 192,768 88,548

為替換算調整勘定 △123,003 368,794

退職給付に係る調整額 13,244 13,161

その他の包括利益合計 83,009 470,504

四半期包括利益 △518,799 557,905

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △518,799 557,905

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　また、見積実効税率を使用できない場合は、税引前四半期純損益に一時差異に該当しない重要な差異を加減した

上で、法定実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財の支配が顧客に移転した時点で、当該財と交

換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。当会計基準の適用による当第３四半期累

計期間の四半期連結財務諸表に与える主な影響は以下のとおりであります。

　金型の取引については、一定期間にわたって売上高と売上原価を認識しておりましたが、第１四半期連結会計

期間より、一時点で売上高と売上原価を認識しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は300,682千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前

四半期純利益はそれぞれ181,544千円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は69,801千円減少して

おります。

　買い戻し義務のある有償支給取引については、棚卸資産として引き続き認識するとともに、有償支給先に残存

する支給品の期末棚卸高について金融負債を認識しております。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末日において、原材料及び貯蔵品が19,293千円増加し、流動負債その他

が19,293千円増加しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方

法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号

2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約

から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、四半期連結財務諸表

への影響はありません。
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